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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に
電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第55期定時株主総会資料

新株予約権等に関する事項
連結株主資本等変動計算書
連　結　注　記　表
株主資本等変動計算書
個　別　注　記　表

（2022年７月１日から2023年６月30日まで）

株式会社フルヤ金属
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新株予約権等に関する事項

名称
2010年第１回
株式報酬型

ストック・オプション
保有者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　２名
新株予約権の数 27個
新株予約権の目的となる株式の種
類と数（注） 普通株式　2,700株（新株予約権1個につき100株）

付与日 2010年10月18日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」
という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使す
ることができるものとする。但し、新株予約権者が当社の
取締役の地位にある場合においても、2039年10月19日以降
においては新株予約権を行使することができるものとす
る。
②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、
以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。但し、当社が定め
る「組織再編成行為時における新株予約権の取扱い」に従
って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付さ
れる場合を除く。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当
社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画
承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法
第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなさ
れた場合）当該承認または決定がなされた日の翌日から15
日間
③各新株予約権の一部行使はできないものとする｡

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 自2010年10月19日
至2040年10月18日

新株予約権の払込金額 新株予約権1個当たり　469,803円
（１株当たり　4,698.03円）

権利行使価格 １円

新株予約権等に関する事項
①当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の概
要

－ 1 －
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新株予約権等に関する事項

名称
2011年第２回
株式報酬型

ストック・オプション
保有者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　２名
新株予約権の数 27個
新株予約権の目的となる株式の種
類と数(注) 普通株式　2,700株（新株予約権1個につき100株）

付与日 2011年10月17日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」
という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使す
ることができるものとする。但し、新株予約権者が当社の
取締役の地位にある場合においても、2040年10月18日以降
においては新株予約権を行使することができるものとす
る。
②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、
以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。但し、当社が定め
る「組織再編成行為時における新株予約権の取扱い」に従
って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付さ
れる場合を除く。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当
社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画
承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法
第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなさ
れた場合）当該承認または決定がなされた日の翌日から15
日間
③各新株予約権の一部行使はできないものとする｡

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 自2011年10月18日
至2041年10月17日

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり　291,822円
（１株当たり　2,918.22円）

権利行使価格 １円

－ 2 －
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新株予約権等に関する事項

名称
2012年第３回
株式報酬型

ストック・オプション
保有者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　２名
新株予約権の数 27個
新株予約権の目的となる株式の種
類と数(注) 普通株式　2,700株（新株予約権1個につき100株）

付与日 2012年10月17日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」
という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使す
ることができるものとする。但し、新株予約権者が当社の
取締役の地位にある場合においても、2041年10月18日以降
においては新株予約権を行使することができるものとす
る。
②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、
以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。但し、当社が定め
る「組織再編成行為時における新株予約権の取扱い」に従
って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付さ
れる場合を除く。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当
社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画
承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は､当社の取締役会決議または会社法第
416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされ
た場合）当該承認または決定がなされた日の翌日から15日
間
③各新株予約権の一部行使はできないものとする｡

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 自2012年10月18日
至2042年10月17日

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり　166,435円
（１株当たり　1,664.35円）

権利行使価格 １円

－ 3 －
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新株予約権等に関する事項

名称
2013年第４回
株式報酬型

ストック・オプション
保有者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　２名
新株予約権の数 27個
新株予約権の目的となる株式の種
類と数(注) 普通株式　2,700株（新株予約権1個につき100株）

付与日 2013年10月17日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」
という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使す
ることができるものとする。但し、新株予約権者が当社の
取締役の地位にある場合においても、2042年10月18日以降
においては新株予約権を行使することができるものとす
る。
②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、
以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。但し、当社が定め
る「組織再編成行為時における新株予約権の取扱い」に従
って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付さ
れる場合を除く。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当
社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画
承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法
第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなさ
れた場合）当該承認または決定がなされた日の翌日から15
日間
③各新株予約権の一部行使はできないものとする｡

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 自2013年10月18日
至2043年10月17日

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり　221,011円
（１株当たり　2,210.11円）

権利行使価格 １円

－ 4 －
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新株予約権等に関する事項

名称
2014年第５回
株式報酬型

ストック・オプション
保有者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　２名
新株予約権の数 27個
新株予約権の目的となる株式の種
類と数(注) 普通株式　2,700株（新株予約権1個につき100株）

付与日 2014年10月17日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」
という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使す
ることができるものとする。但し、新株予約権者が当社の
取締役の地位にある場合においても、2043年10月18日以降
においては新株予約権を行使することができるものとす
る。
②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、
以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。但し、当社が定め
る「組織再編成行為時における新株予約権の取扱い」に従
って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付さ
れる場合を除く。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当
社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画
承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法
第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなさ
れた場合）当該承認または決定がなされた日の翌日から15
日間
③各新株予約権の一部行使はできないものとする｡

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 自2014年10月18日
至2044年10月17日

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり　199,497円
（１株当たり　1,994.97円）

権利行使価格 １円

－ 5 －
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新株予約権等に関する事項

名称
2015年第６回
株式報酬型

ストック・オプション
保有者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　３名
新株予約権の数 31個
新株予約権の目的となる株式の種
類と数(注) 普通株式　3,100株（新株予約権1個につき100株）

付与日 2015年10月16日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」
という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使す
ることができるものとする。但し、新株予約権者が当社の
取締役の地位にある場合においても、2044年10月17日以降
においては新株予約権を行使することができるものとす
る。
②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、
以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。但し、当社が定め
る「組織再編成行為時における新株予約権の取扱い」に従
って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付さ
れる場合を除く。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当
社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画
承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法
第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなさ
れた場合）当該承認または決定がなされた日の翌日から15
日間
③各新株予約権の一部行使はできないものとする｡

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 自2015年10月17日
至2045年10月16日

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり　155,595円
（１株当たり　1,555.95円）

権利行使価格 １円

－ 6 －
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新株予約権等に関する事項

名称
2016年第７回
株式報酬型

ストック・オプション
保有者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　３名
新株予約権の数 32個
新株予約権の目的となる株式の種
類と数(注) 普通株式　3,200株（新株予約権1個につき100株）

付与日 2016年10月17日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」
という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使す
ることができるものとする。但し、新株予約権者が当社の
取締役の地位にある場合においても、2045年10月18日以降
においては新株予約権を行使することができるものとす
る。
②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、
以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。但し、当社が定め
る「組織再編成行為時における新株予約権の取扱い」に従
って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付さ
れる場合を除く。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当
社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画
承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法
第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなさ
れた場合）当該承認または決定がなされた日の翌日から15
日間
③各新株予約権の一部行使はできないものとする｡

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 自2016年10月18日
至2046年10月17日

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり　94,987円
（１株当たり　949.87円）

権利行使価格 １円

－ 7 －
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新株予約権等に関する事項

名称
2017年第８回
株式報酬型

ストック・オプション
保有者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　４名
新株予約権の数 39個
新株予約権の目的となる株式の種
類と数(注) 普通株式　3,900株（新株予約権1個につき100株）

付与日 2017年10月17日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」
という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使す
ることができるものとする。但し、新株予約権者が当社の
取締役の地位にある場合においても、2046年10月18日以降
においては新株予約権を行使することができるものとす
る。
②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、
以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。但し、当社が定め
る「組織再編成行為時における新株予約権の取扱い」に従
って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付さ
れる場合を除く。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当
社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画
承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法
第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなさ
れた場合）当該承認または決定がなされた日の翌日から15
日間
③各新株予約権の一部行使はできないものとする｡

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 自2017年10月18日
至2047年10月17日

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり　345,797円
（１株当たり　3,457.97円）

権利行使価格 １円

－ 8 －
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新株予約権等に関する事項

名称
2018年第９回
株式報酬型

ストック・オプション
保有者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　４名
新株予約権の数 51個
新株予約権の目的となる株式の種
類と数(注) 普通株式　5,100株（新株予約権1個につき100株）

付与日 2018年10月17日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」
という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使す
ることができるものとする。但し、新株予約権者が当社の
取締役の地位にある場合においても、2047年10月18日以降
においては新株予約権を行使することができるものとす
る。
②上記①にかかわらず、新株予約権者及びその相続人は、
以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。但し、当社が定め
る「組織再編成行為時における新株予約権の取扱い」に従
って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付さ
れる場合を除く。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または、当
社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画
承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総
会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または会社法
第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなさ
れた場合）当該承認または決定がなされた日の翌日から15
日間
③各新株予約権の一部行使はできないものとする｡

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 自2018年10月18日
至2048年10月17日

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり　496,427円
（１株当たり　4,964.27円）

権利行使価格 １円
（注）株式数に換算して記載しております。
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新株予約権等に関する事項

②当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の概
要
　該当事項はありません。
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連結株主資本変動計算書

(2022年 7 月 1 日から
2023年 6 月30日まで)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 5,445 7,056 25,268 △1,363 36,407

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,779 △1,779

親会社株主に帰属する当期純利益 9,406 9,406

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 14 19 33
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － 14 7,627 17 7,659

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 5,445 7,070 32,895 △1,345 44,066

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持

分 純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

退職給付に
係る調整累
計額

その他の包
括利益累計
額合計

当連結会計年度期首残高 1 59 △16 44 83 163 36,699

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,779

親会社株主に帰属する当期純利益 9,406

自 己 株 式 の 取 得 △1

自 己 株 式 の 処 分 33
株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額) 1 24 △2 23 － △12 11

当連結会計年度変動額合計 1 24 △2 23 － △12 7,670

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3 84 △18 68 83 151 44,369

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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連結注記表

連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１.　連結の範囲に関する事項
(1)　連結子会社の状況

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
３社：株式会社韓国フルヤメタル、株式会社米国フルヤメタル、株式会社Furuya Eco-Front 

Technology

(2)　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称

Furuya Eco-Front Technology (Shanghai) Co.,Ltd.
・連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外してお
ります。

２.　持分法の適用に関する事項
(1)　持分法を適用した会社の状況

該当事項はありません。

(2)　持分法を適用していない会社の状況
・会社等の名称

非連結子会社　Furuya Eco-Front Technology (Shanghai) Co.,Ltd.
・持分法を適用しない理由

連結上の当期純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、連結計算書類に重要な影響を与
えないため、持分法を適用しておりません。
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連結注記表

３.　会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブ
時価法を採用しております。

③　棚卸資産
イ．製品及び仕掛品

材料費部分は総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）、加工費部分は個別法による原価法を採用しております。

ロ．原材料
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採

用しております。なお、原材料の評価に際しては、金属の属性及び用途を考慮のうえ、分類した種類
単位をもって、評価方法適用単位としております。

ハ．商品
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採

用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

イ．2007年３月31日以前に取得したものは旧定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、旧定額法を採用し

ております。
ロ．2007年４月１日以降に取得したものは定率法を採用しております。

ただし、建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。また、機械装置の一部
については、取替法を採用しております。

ハ．2016年４月１日以降に取得した建物（附属設備を含む）及び構築物については、定額法を採用し
ております。
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連結注記表

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　３年～38年
機械及び装置　　　　３年～10年
車両運搬具　　　　　３年～４年
工具、器具及び備品　３年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
イ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
ロ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

⑷　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担分を計上して
おります。

③役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。金利スワップについて特例処理の要件を充たしている場合には
特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………借入金の利息

③　ヘッジ方針
　主に当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、金利変動リスク、為替変動リスクを
ヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計と相場変動の累計を基礎にして、有効性を
評価しております。

⑹　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ
く、退職給付債務を計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（3年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異は、税効果を調整のうえ、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退
職給付に係る調整累計額に計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

(7)　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは、主として電子・薄膜・サーマル・ケミカル製品等の製造及び販売を行っており、これ
らの製品販売については、製品の引渡時点又は検収時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、
履行義務が充足されると判断していることから、当該製品の引渡時点又は検収時点で収益を認識しており
ます。だたし、国内販売については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な
取扱いを適用し、出荷時から製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、
出荷時点で収益を認識しております。また、輸出販売においてはインコタームズ等で定められた貿易条件
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当連結会計年度
商品及び製品 3,014百万円
仕掛品 4,186百万円
原材料及び貯蔵品 48,860百万円
計 56,061百万円

貸出コミットメントの総額 30,000百万円
貸出実行残高 12,000百万円

差引額 18,000百万円

に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。

(8)　棚卸資産の固定資産振替
　当社グループは、保有する貴金属資産の利用実態を見直しし、保有目的の変更により、棚卸資産と有形
固定資産の間で振替えを実施しております。
　当連結会計年度において、保有目的の変更により、有形固定資産の一部を棚卸資産に、また棚卸資産の
一部を有形固定資産に振替えております。これにより「商品及び製品」が168百万円、「原材料及び貯蔵
品」が1,162百万円増加し、「機械装置及び運搬具」が1,055百万円減少しております。また、「仕掛
品」が353百万円増加し、「建設仮勘定」が628百万円減少しております。

会計上の見積りに関する注記
棚卸資産
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、棚卸資産を総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によって評価しておりますが、特にプラチナグループメタル(PGM)のうち当社グル
ープの取り扱いの多いイリジウム・ルテニウムの取引価格は、主として大手貴金属取扱業者の公表する価
格を指標として決定されており、これらを主力原材料とする製品需要動向や投機的要因のほか、供給国及
び需要国の政治経済動向、為替相場等、世界のさまざまな要因により、その価格は変動しております。ま
た、プラチナやパラジウム等は国際商品市場で活発に取引されており、同じ要因によりその価格は変動し
ており、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１.　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
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債権流動化に伴う買戻し義務 1,158百万円

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 7,265,212 － － 7,265,212

合計 7,265,212 － － 7,265,212

自己株式

普通株式（注） 287,426 177 4,100 283,503

合計 287,426 177 4,100 283,503

２. 債権流動化に伴う買戻し義務

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．当事業年度増加株式数の普通株式177株は単元未満株式の買取によるものであります。
２．当事業年度減少株式数の普通株式の4,100株は譲渡制限付株式の付与によるものであります。

－ 17 －



2023/08/25 12:59:56 / 23002388_株式会社フルヤ金属_招集通知

連結注記表

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注) 当連結会計
年度末残高
（百万円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

2010年第1回株式報酬型
ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 2,700 － － 2,700 12

2011年第2回株式報酬型
ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 2,700 － － 2,700 7

2012年第3回株式報酬型
ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 2,700 － － 2,700 4

2013年第4回株式報酬型
ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 2,700 － － 2,700 5

2014年第5回株式報酬型
ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 2,700 － － 2,700 5

2015年第6回株式報酬型
ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 3,100 － － 3,100 4

2016年第7回株式報酬型
ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 3,200 － － 3,200 3

2017年第8回株式報酬型
ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 3,900 － － 3,900 13

2018年第9回株式報酬型
ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 5,100 － － 5,100 25

合計 － 28,800 － － 28,800 83

２.　新株予約権に関する事項

（注）新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。
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決議 株式の種類
配当金の

総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年８月８日
取締役会 普通株式 1,779 255 2022年６月30日 2022年９月12日

決議 株式の種類
配当金の

総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年８月８日
取締役会 普通株式 1,780 利益剰余金 255 2023年６月30日 2023年９月11日

３.　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

４.　当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
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連結注記表

金融商品に関する注記
１.　金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社は、資金の運用を原則として元本の償還及び利息の支払いについて確実性の高い金融商品によるも
のとし、安全性・流動性（換金性、市場性）・収益性を考慮して行っております。
　また、資金の調達については、株式市場からの資金調達及び、銀行等金融機関からの借入により行って
おります。
　デリバティブ取引は、外貨建取引の為替変動リスク、並びに借入金の金利変動リスクを回避するために
のみ利用し、投機目的による取引は行わない方針としております。

⑵　金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、取引の重要度に応じて、適宜与信管理に関する定め等を設け、取引先ごとに債権の期日管理及び残高
管理を行うとともに、重要な取引先の信用状況について逐次把握することとしております。
　当社が、投資有価証券として保有している株式は、主に業務上の関係を有する上場企業の株式であり、
市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的にこれらの時価や発行体の財務状況等を把握し、リ
スク軽減に努めております。
　デリバティブ取引に関しては、為替予約取引等は為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は
市場金利の変動によるリスクを有しておりますが、為替予約取引及び金利スワップ取引は、取引の相手方
が信用度の高い国内の金融機関であることから、信用リスクはほとんどないと認識しております。デリバ
ティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部
門が決裁担当者の承認を得て行っております。
　営業債務である買掛金については、その支払期日が１年以内となっております。
　借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に長期運転資金及び
設備投資資金に係る資金調達であります。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社が月次資金計画を作成するなど
の方法により管理しております。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することがあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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連結注記表

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

デリバティブ取引 851 851 －

投資有価証券 7 7 －

資産計 859 859 －

リース債務(1年内含む) 587 584 △3

長期借入金(1年内含む) 8,789 8,743 △45

負債計 9,377 9,327 △49

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 12

２.　金融商品の時価等に関する事項
　2023年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）

（注）１．「現金及び預金」、「売掛金」、「受取手形」、「支払手形及び買掛金」、「未払金」並びに「未払
法人税等」については、現金であること、及び預金、売掛金、受取手形、支払手形及び買掛金、未払
金並びに未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、投資有価証券に含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上
額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
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レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　　　　　株式 7 － － 7
デリバティブ取引 － 851 － 851

合計 7 851 － 859

3.　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）
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レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース債務(1年内含む) － 584 － 584

長期借入金(1年内含む) － 8,743 － 8,743

負債計 － 9,327 － 9,327

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）１．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１に分類しております。

デリバティブ取引

　金利スワップの時価は、取引先金融機関等より提示された価格に基づき算定しており、レベル２

の時価に分類しております。

リース債務(1年内含む)
　時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しております。

長期借入金(1年内含む)
　時価については、元利金の合計額を新規に同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しております。
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１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

リース債務(1年内含む) 121 118 85 67 37 156

長期借入金(1年内含む) 3,166 2,631 1,514 1,039 374 63

合計 3,288 2,749 1,600 1,106 411 219

２．金銭債務の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）
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（単位：百万円）
報告セグメント その他

（注１）
合計

（注２）電子 薄膜 サーマル ケミカル 計

売上高
日本 3,370 2,718 4,036 10,203 20,329 2,429 22,758
アジア（日本以外） 175 5,370 1,748 387 7,682 1,916 9,599
欧州 0 505 50 6,590 7,147 209 7,357
北米 4,248 1,981 187 1,982 8,399 － 8,399
顧客との契約から生じる
収益 7,794 10,577 6,023 19,164 43,559 4,556 48,115

外部顧客への売上高 7,794 10,577 6,023 19,164 43,559 4,556 48,115
セグメント間の内部売上
高又は振替高 － － － － － － －

計 7,794 10,577 6,023 19,164 43,559 4,556 48,115

セグメント利益 2,742 4,421 1,789 6,266 15,219 161 15,380

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、仕入製品や当社製品
の受注に関連しない貴金属原材料の販売等であります。

２．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の売上総利益と一致しております。

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、上記「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に
関する注記等３.　会計方針に関する事項(7)　重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。
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１. １株当たり純資産額 6,321.50円

２. １株当たり当期純利益 1,347.52円

１株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書

(2022年 7 月 1 日から
2023年 6 月30日まで)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰余金
資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,445 5,414 1,642 7,056 9 80 24,967 25,056 △1,363 36,195

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,779 △1,779 △1,779

当 期 純 利 益 9,459 9,459 9,459

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 14 14 19 33
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 14 14 － － 7,680 7,680 17 7,712

当 期 末 残 高 5,445 5,414 1,656 7,070 9 80 32,647 32,737 △1,345 43,907

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1 1 83 36,280

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,779

当 期 純 利 益 9,459

自 己 株 式 の 取 得 △1

自 己 株 式 の 処 分 33
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 1 1 － 1

当 期 変 動 額 合 計 1 1 － 7,713

当 期 末 残 高 3 3 83 43,993

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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個別注記表

個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　資産の評価基準及び評価方法
(1)　有価証券
①　子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

(2)　棚卸資産
①　製品及び仕掛品
　材料費部分は総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）、加工費部分は個別法による原価法を採用しております。

②　原材料
　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採
用しております。なお、原材料の評価に際しては、金属の属性及び用途を考慮のうえ、分類した種類
単位をもって、評価方法適用単位としております。

③　商品
　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採
用しております。

(3)デリバティブ
時価法を採用しております。
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２.　固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）
①　2007年３月31日以前に取得したものは旧定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、旧定額法を採用してお
ります。

②　2007年４月１日以降に取得したものは定率法を採用しております。
　ただし、建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。また、機械装置の一部につ
いては、取替法を採用しております。

③　2016年４月１日以降に取得した建物（附属設備を含む）及び構築物については、定額法を採用してお
ります。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　３年～38年
機械及び装置　　　　３年～10年
車両運搬具　　　　　３年～４年
工具、器具及び備品　３年～20年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

⑶　リース資産
　①　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
　②　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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４.　引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担分を計上しておりま
す。

⑶　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑷　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務を計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しています。

５.　収益及び費用の計上基準
当社は、主として電子・薄膜・サーマル・ケミカル製品等の製造及び販売を行っており、これらの製品販
売については、製品の引渡時点又は検収時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充
足されると判断していることから、当該製品の引渡時点又は検収時点で収益を認識しております。だたし、
国内販売については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、
出荷時から製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時点で収益を認
識しております。また、輸出販売においてはインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が
顧客に移転した時点で収益を認識しております。
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６.　重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。金利スワップについて特例処理の要件を充たしている場合には特例
処理を採用しております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…………金利スワップ
ヘッジ対象…………借入金の利息

⑶　ヘッジ方針
　主に当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、金利変動リスク、為替変動リスクをヘッ
ジしております。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計と相場変動の累計を基礎にして、有効性を評価
しております。

７.　その他計算書類作成のための基本となる事項
　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理方法は、連結計算書類における会計処理の
方法と異なっております。

８.　棚卸資産の固定資産振替
当社は、保有する貴金属資産の利用実態を見直しし、保有目的の変更により、棚卸資産と有形固定資産の

間で振替えを実施しております。
当会計年度において、保有目的の変更により、有形固定資産の一部を棚卸資産に、また棚卸資産の一部を

有形固定資産に振替えております。これにより「商品及び製品」が168百万円、「原材料及び貯蔵品」が
1,162百万円増加し、「機械装置及び運搬具」が1,055百万円減少しております。また、「仕掛品」が353
百万円増加し、「建設仮勘定」が628百万円減少しております。
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１.　有形固定資産の減価償却累計額 10,201百万円

貸出コミットメントの総額 30,000百万円
貸出実行残高 12,000百万円
差引額 18,000百万円

短期金銭債権 81百万円
短期金銭債務 39百万円

債権流動化に伴う買戻し義務 1,158百万円

営業取引による取引高
売上高 111百万円
仕入高 997百万円
営業費用 427百万円
営業取引以外の取引高
営業外収益 108百万円

当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式

普通株式 287,426 177 4,100 283,503

合計 287,426 177 4,100 283,503

貸借対照表に関する注記

２.　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と貸出コミットメント契約を締結しており
ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

３.　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４.　債権流動化に伴う買戻し義務

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．当事業年度増加株式数の普通株式177株は単元未満株式の買取によるものであります。
２．当事業年度減少株式数の普通株式4,100株は譲渡制限付株式の付与によるものであります。
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繰延税金資産
賞与引当金繰入額否認 120百万円
退職給付引当金繰入額否認 249百万円
長期未払金否認 123百万円
未払事業税否認 74百万円
棚卸資産
精製回収費用
その他

1,111百万円
657百万円
151百万円

繰延税金資産小計額 2,487百万円
評価性引当額 △633百万円
繰延税金資産合計額 1,854百万円

繰延税金負債
その他 △3百万円
繰延税金負債小計額 △3百万円
繰延税金負債合計額 △3百万円
繰延税金資産の純額 1,851百万円

固定資産－繰延税金資産 1,851百万円

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
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種類
会社等
の名称
又は氏
名

所在地
資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

法人主要
株主

田 中 貴
金 属 工
業 株 式
会社

東京都
千代田
区

500 貴金属製品製造・販売
(被所有)
直接
20.31

仕入先
販売先

原材料の
仕入
（注）

985 買掛金 －

製品の販売
（注） 80 売掛金 12

外注費 156 未払金 9

雑費 6 未 払 費用 －

支払手数
料 1 未払金 0

種類
会社等
の名称
又は氏
名

所在地
資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

ア イ デ
ッ ク ス
株 式 会
社

東京都
八王子
市

30 機械装置製造 － 仕入先
商品の
仕入
（注）

9 買掛金 －

関連当事者との取引に関する注記
(1)親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針
（注）製品の販売及び原材料の仕入等については、市場価格を参考に決定しております。

(2)役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針
（注）商品の仕入については、市場価格を参考に決定しております。
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（単位：百万円）
報告セグメント その他

（注１）
合計
（注２）電子 薄膜 サーマル ケミカル 計

売上高
日本 3,357 2,729 4,036 10,182 20,306 2,429 22,736
アジア（日本以外） 75 5,290 1,748 403 7,517 1,916 9,434
欧州 1 505 50 6,592 7,149 209 7,359
北米 4,248 1,981 187 1,983 8,400 － 8,400
顧客との契約から生じる
収益 7,683 10,507 6,023 19,160 43,374 4,556 47,931

外部顧客への売上高 7,683 10,507 6,023 19,160 43,374 4,556 47,931
セグメント間の内部売上
高又は振替高 － － － － － － －

計 7,683 10,507 6,023 19,160 43,374 4,556 47,931

セグメント利益 2,721 4,412 1,789 6,286 15,210 161 15,372

１.　１株当たり純資産額 6,289.40円

２.　１株当たり当期純利益 1,355.15円

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、仕入製品や当社製品
の受注に関連しない貴金属原材料の販売等であります。

２．セグメント利益の合計額は、損益計算書の売上総利益と一致しております。

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、上記「重要な会計方針に係る事項に関する注記５.収益及び費
用の計上基準」に記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記
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